様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　 　2024年2月27日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）ちゅうぶでんりょく
一般事業主の氏名又は名称 中部電力株式会社  
（ふりがな）はやし　きんご    
（法人の場合）代表者の氏名  林　欣吾   印    
住所　〒461-8680 名古屋市東区東新町１番地

法人番号　　3180001017428　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「中部電力グループ経営ビジョン2.0」


	公表日
	2021年11月24日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	「中部電力グループ経営ビジョン2.0」P7～10,14,15
https://www.chuden.co.jp/resource/corporate/bus_vision_all_2.pdf

	記載内容抜粋
	当社は、各種のインフラを支える中核インフラとしての電力システムの脱炭素化、再生可能エネルギー等の小規模分散型電源の拡大を実現する電力グリッドの高度化（エネルギー地産地消の実現・マイクログリッドの導入拡大）、インフラ同士あるいはインフラとデータの融合による価値創造を実現してまいります。
エネルギーシステムにおいては、高度なデジタル技術を活用し、お客さま個人に合わせたデータサービスの展開やお客さま同士の取引支援を行うことにより、安心・安全・便利な生活が実現する「新しいコミュニティの形」を提供してまいります。
事業領域の拡大（「新しいコミュニティの形」の具体化と提供加速）とビジネスモデルの変革を実現するために、基盤領域の「開発・保守オペレーション」、プラットフォーム領域の「サービス取引システムの構築」およびアプリケーション領域の「付加価値サービスの展開」の３つの層を組み合わせ、地域社会・お客さまの多様なニーズにあったソリューションをタイムリーにお届けしてまいります。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を経て公表





(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 「中部電力グループ経営ビジョン2.0」
2 「中部電力グループにおけるDXの取り組み」
3 「中部電力グループレポート2023」

	公表日
	1 2021年11月24日
2 2023年12月21日
3 2023年9月15日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 「中部電力グループ経営ビジョン2.0」P20～22
https://www.chuden.co.jp/resource/corporate/bus_vision_all_2.pdf
2 「中部電力グループにおけるDXの取り組み」P4～6
https://www.chuden.co.jp/corporate/dx/chuden_dx2023.pdf
3 「中部電力グループレポート2023」P33
https://www.chuden.co.jp/resource/csr/csr_report/chudenGR2023_all.pdf

	記載内容抜粋
	経営ビジョンやビジネスモデルの実現に向けて、当社は人財一人ひとりの成長・活躍しながら、当社グループのDXとなる「業務の変革」と「お客さまサービスの変革」を推進していきます。
また、DXによる変革を推進する人財の育成を実施します。
○「業務の変革」について
デジタル技術の活用による業務の効率化・高度化や、データ戦略に基づく業務プロセスの変革を通じて、達成感のある自律的な働き方を可能とし、ライフ・ワーク・バランスを充実させると共に、これにより確保するリソースを活用し、「お客さまサービスの変革」を加速させていきます。
○「お客さまサービスの変革」について
当社グループが今後進化させていくエネルギープラットフォームでは、DERを活用し、高度なエネルギーマネジメントによる最適なエネルギー利用の実現を通じて、品質の高い電気を安価にお届けするとともに、多様な価値を創出いたします。また、中部電力グループ共通データプラットフォームを構築した上で、地域・個人・世帯向けのデータサービスに注力しながら、お客さまや社会に新たな価値をお届けします。更には、エネルギープラットフォームとデータプラットフォームの融合により生まれる更なる価値のお届けを通じて、お客さま起点で、既存の「サービス価値向上」や、「新たな価値」をお届けいたします。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	1 取締役会の承認を経て公表
2 取締役会にて承認された方針に基づき作成した内容
3 取締役会の承認を経て公表



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	「中部電力グループにおけるDXの取り組み」P40～43
「中部電力グループレポート2023」P33

	記載内容抜粋
	○体制・組織
伊藤取締役 副社長執行役員 経営戦略本部長 CIO下に設置したDX戦略推進室を中心として、当社グループのDXガバナンス・データ戦略・DX計画策定・社会課題の探索・DX人財の育成を行う体制を整えています。グループ内の各事業領域で具体的なDX施策を実行する部署、それらを技術的に支援（技術開発・高度データ分析など）する部署が連携するハイブリッド型の体制で当社グループのDX推進を加速していきます。
さらに、CIOを委員長とし、当社グループ内主要事業会社の関係部門長、DX戦略推進室から構成される「DX委員会」、より実務に近いメンバーによって構成される「DX部会」において、DX・IT施策を討議する場を定期的に設けるとともに各社の取り組みのガバナンスを図ることで、グループ全体を挙げてDX推進に取り組んでいます。
○人財育成
全ての従業員が、DXの取り組みの必要性・企業文化の変革の必要性を認識すること、デジタル技術を活用して業務の高度化・効率化を実践できることを目指し、多様な教育プログラムを設けています。具体的には中部電力グループ独自のDX・ITリテラシー向上に向けた動画教材を作成・展開し、全従業員が視聴。また、経営層から新入社員まで、階層別に求められる役割・マインドを醸成しながらDXに関する教育も実施しています。
さらに、より強力にグループ全体のDXを推進するために、デジタル技術を活用した業務高度化のプランニング、プロジェクト推進を担う「DX推進人財」、デジタル技術の高い専門能力を持ち、業務設計・実装を担う「デジタルエンジニア」といったDX推進を担う人財の育成を進めています。これらの人財育成の支援として、中電シーティーアイやデータ分析会社Tsunagu Community Analyticsのグループ会社や社外有識者と連携しながら、各種研修や人財交流の場等を幅広く用意しています。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1 「中部電力グループにおけるDXの取り組み」P44～46
2 「中部電力グループレポート2023」P33

	記載内容抜粋
	1 データ利活用
　中部電力グループが長きにわたりエネルギーインフラ企業として蓄積してきた膨大なデータを最大限に利活用するために、グループ全体で活用できる「グループ共通データプラットフォーム」を整備し、集約・管理を行っています。それにより、気象データやエリア別発電実績など多種多様なデータ・情報を民主化し、デジタル技術活用の良好事例展開や業務高度化・事業横断・グループ最適となるデータ利活用を促進しています。さらには、気象データや世界を取り巻くエネルギー情勢など社外のデータの集約・分析を行い、社内外データを掛け合わせることでデータによる更なるビジネス価値を創出する姿を目指していきます。
　グループのDX推進の中核を担うDX戦略推進室では、新たなサービス開発に取り組む従業員に対して、データ利活用における技術支援窓口の設置やセミナーの実施、実業務におけるデータ利活用の事例紹介など社内に向けた情報発信を行っています。また、データカタログによるデータの見える化、データ流通を手軽かつ安全に行う手続きの整備を進め、各仕組みの活用を促すことでデータ流通を活性化しています。
2 AI技術の業務適用
　熟練技能者の知識・経験に基づいた設備の運用データ等を機械学習させた、AIを開発し、設備の保守・点検をはじめ、設備運用の支援などを実現します。
中部電力グループに閉じた環境に、グループ内のシステムデータや業務文書等の社内データに基づいて回答を行う生成AIを構築します。全社員が、国際ルールを踏まえた社内利用ルールを徹底したうえで、生成AIを蓄積されたノウハウ等の社内データに基づく設備操作提案や意思決定アドバイス等に活用します。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 「中部電力グループ経営ビジョン2.0」
2 「中部電力グループレポート2023」
3 「ESGデータ集2023 S:社会データ」

	公表日
	1 2021年11月24日
2 2023年9月15日
3 2023年8月24日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 「中部電力グループ経営ビジョン2.0」P32
https://www.chuden.co.jp/resource/corporate/bus_vision_all_2.pdf
2 「中部電力グループレポート2023」P33
https://www.chuden.co.jp/resource/csr/csr_report/chudenGR2023_all.pdf
3 「ESGデータ集2023 S:社会データ」
https://www.chuden.co.jp/csr/performance_data/social.pdf

	記載内容抜粋
	1 「中部電力グループ経営ビジョン2.0」より
　2030年の定量的な目指す姿（財務指標）として連結経常利益2,500億円以上を設定しています。
　新しい成長分野における取り組みには、エネルギープラットフォームの進化とデータプラットフォームの構築による価値創出（お客さまサービスの変革）を含み、国内エネルギー事業をはじめ全ての領域においてデジタル技術を活用した業務の効率化・高度化およびデータ戦略等（業務の変革）を推進し、費用の圧縮を狙います。
2 「中部電力グループレポート2023」より
2020年代後半には、すべての従業員がITリテラシー向上研修を受講し、1,300人の「DX推進人財」「デジタルエンジニア」を育成・確保することを目指します。
3 「ESGデータ集2023 S:社会データ」より
　業務の変革によるライフ・ワークバランスの充実については、ESGデータ集2023 S:社会データに記載の人財に関するESG指標である総実労働時間（１人あたり）、年次有給休暇取得日数、育児休業等取得率などに紐づけて管理しています。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	1 2023年12月21日
「中部電力グループにおけるDXの取り組み」
2 2023年2月21日
「2022年2月度社長定例記者会見」
3 2023年4月28日
「2021年4月度社長定例記者会見」
4 2023年5月23日
「2022年5月度社長定例記者会見」

	発信方法
	1 「中部電力グループにおけるDXの取り組み」P3
https://www.chuden.co.jp/corporate/dx/chuden_dx2023.pdf
2 「2023年2月度社長定例記者会見」
https://www.chuden.co.jp/publicity/teirei/1210223_3510.html
3 「2023年4月度社長定例記者会見」
https://www.chuden.co.jp/publicity/teirei/1210676_3510.html
4 「2023年5月度社長定例記者会見」
https://www.chuden.co.jp/publicity/teirei/1210741_3510.html

	発信内容
	1 「中部電力グループにおけるDXの取り組み トップメッセージ概要」
私たちは、グループ一丸となって、縦横無尽の電力ネットワークに「データ」を通わせ、社会全体の情報流通という重要な仕事を担っていくことで、社会や企業に数多くのソリューションを提供します。たとえば、グループを挙げての、エンジニアなどの技術人財の積極的な採用や育成はもちろん、その技術を業務・サービスの変革に繋げるＤＸ人財の育成、データ基盤のより充実した整備など。そして、今もう既に、DER分散型エネルギー源の活用による電力需給バランスの調整や、個人向け・企業向け両方の脱炭素化サービスの提供など、具体的な成果が生まれはじめていると、情報発信しました。
2 「2023年2月度社長定例記者会見　説明概要」
　当社は、地域やお客さまが求める新たな価値のご提供を加速していくために、業務の高度化やお客さま起点の新たなサービスを開発するためのDXなどの分野において、高度な専門人材の獲得を目指すことを、情報発信いたしました。
3 「2023年4月度社長定例記者会見　説明概要」
当社グループは、今後も医療・ヘルスケア分野などの事業に積極的に参画することで、お客さまや社会に「新たな価値」をお届けしていくことを、情報発信しました。
4 「2023年5月度社長定例記者会見　説明概要」
激変する経営環境に対応していくためには、原動力となる従業員一人ひとりが自律的・自発的な自己変革を続けていくことが不可欠だと考えております。
多様化する学びのニーズに応えるために、昨年度、全社員を対象にオンライン学習講座を導入いたしました。ITリテラシーやデータ分析等に関する必修の講座やレベル別の推奨講座の設定に加えて、社員一人ひとりが、希望する講座を自ら選んで受講することで、それぞれのキャリア志向を踏まえた多様なスキルの形成を進めていくことを、情報発信しました。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	・DX委員会　2023年11月16日

	実施内容
	　伊藤取締役 副社長執行役員 経営戦略本部長 CIO※を委員長とする「DX委員会」にて、中部電力グループのDX・ITに関する施策（各事業のDX施策、共通ITプラットフォーム、サイバーセキュリティ、IT事業継続管理、ITシステム開発計画等）についての審議・調整・報告の中で、現状を踏まえた課題の把握をしています。
　これらDX委員会で審議した内容をふまえ、DX計画を策定し、経営執行会議に付議しております。
※本申請における実務執行総括責任者に該当する者



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	・サイバーセキュリティ対策およびセキュリティ監査
継続実施中

	実施内容
	サイバーセキュリティ経営ガイドライン、社内規定類に基づきサイバーセキュリティ対策を実施しております。
具体的には、サイバー攻撃などによる電力の供給支障や機密情報漏えいのリスクに対応するべく、ガバナンス体制の強化、電力ISAC（Information Sharing and Analysis Center）などを通じた他事業者・関係機関などとの情報共有・分析、セキュリティに関する教育・訓練などを継続的に実施しております。加えて、リスクアセスメントの実施・分析を通じて、より高度なガバナンス体制の構築やITシステムの脆弱性の発見・解消、運用ルールの強化などに努め、さらなるセキュリティ確保に万全を期しております。
また、各種システムに関する対策の現状把握およびセキュリティリスクの確認を目的とした監査を実施しております。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

